
別紙 3

鶴居村の給与・定員管理等について
,1 総 括

-(1)人件費の状況 (普通会計決算 )
区 分 住民基本台帳人ロ

(23年度末)

歳 出 額
A

実質収支 人 件 費
B

人件費率
B/A

(参考)
22年度の人件費率

23年度 . 人

2,512

千円
4,210,490

千円

52,388

千円

529,329

%
12.6

%
.11.9

(2) 職員給与費の状況 (普通会計決算)
区 分 職員数

A
給 与 費 一人当た り

給与費 B/A給 料 職員手当 期末‐勤勉手当 計 B

年度
24

人
52

千円
186,245

千円
28,687

千円

68,279

千円
283,211

千円

5,446

(参考)類似団体平均

一人当たり給与費

千円
5,448

(注 )1 職員手当には退職手当を含まない。

2 職員数は、平成 2 4 年 4 月 1 日現在の人数である。

(3)特記事項
空 欄 と して い る事 項 につ い て は 、後 日掲載予 定。

(4) ラスパイレス指数の状況 (各年 4月 1 日現在 )
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(注 )1 ラスパイレス指数とは、国家公務員の給与水準を 10 0 とした場合の地方公務員の

給与水準を示す指数である。

2 類似団体平均とは、人ロ規模、産業構造が類似している団体のラスパイレス指数を

単純平均したものである。

3 「参考値」は、国家公務員の時限的な (2年間) 給与改定特例法による措置が無いと

した場合の値である。



(5). 給与改定の状況
①月例給

区 分

人事委員,会の勧告

給与改定率民間給与
A

公務員給与
B

較差
A ー B

勧告 .

C改定率)

○年度 円 円 円

( %)

% %

(参考)
国の改定率

%

(注 ) 「民間給与」、「公務員給与」は、人事委員会勧告において公民の 4,自分の給与額をラス

パイレス比較した平均給与月額である。

②特別給

区 分

人事委員会の勧告

年間支給月数民間の支給

割合 A

公務員の

支給月数 B

較差
A ー B

勧告

(改定月数)

○年度 月 月 月 月 , 月

(参考)

国の年間

支給月.数

月

(注 ) 「民間の支給割合」は民間事業所で支払われた賞与等の特別給の年間支給割合、「公務員

の支給月数」は期末手当及び勤勉手当の年間支給月数である。

2 ー般行政職給料表の状況 (2 4年 4 月 1 日現在 )
(単位 : 円 )

1 級 2 級 3 級 4 級 5 級 6 級

1 号 給 の
給料月額

135,600 185,800 222,900 261,900 289,200 320,600

最高号給の
給料月額

243,700 307,800 354,700 388,300 400,600 422,600

(注 ) 給料月額は、給与抑制措置を行う前のものである。

3 職員の平均給与月額、初任給等の状況
(1)職員の平均年齢、平均給料月額及び平均給与月額の状況 (2 3年 4 月 1 日現在 )
①一般行政職
区 分 平均年齢 平均給料月額 平均給与月額 平均給与月額

(国ベ } ス )

鶴居村 ′ 41,3 』止 : 312,400 円 344,.577 円 342,611 円

北海道 43.5 歳 336,945 円 420,960 円 377,603 円

国 42,8 歳 329,917

(304,944) 円

401,789

(372,906) 円

類似団体 42.3 歳 310,750 円 349,009 円 340,152 円



②税務職
区 分 平均年齢 平均給料月額 平均給与月額 平均給与月額

(国ベ ー ス )

鶴居村 37.2 歳 281,100 円 388,400 円 312,500 円

北海道 43.8 歳 333,783 円 412,745 円 375,644 円

国 43.2 歳 373,766

(345,622 )円

443,968

.(411,574 )円

類似団体 39.7 歳 291,799 円 340,002 円 315,665 円

②福祉職
区 分 平均年齢 平均給料月額 平均給与月額 平均給与月額

(国ベ ー ス )

鶴居村 40,L 歳… 321,800 円 328,600 円 323,800 円

北海道 43.7 歳 346,207 円 431,674 円 383,824 円

国 41.0 歳 326,961

(305,230 )円

371,712

(347,846 )円

類似団体 40.7 歳 281,122 円 301,459 円 293,415 円

②医師 ・歯科医師職

区 分 平均年齢 平均給料月額 平均給与月額 平均給与月額
(国ベ ー ス )

鶴居村 58.3 歳 735,500 円 982,500 円 832,500 円

北海道 44.4 歳 454,445 円 948,958 円 837,060 円

国 50.2 歳 492,913

(455,222 )円

820,695

(775,210 )円

類似団体 49.6 歳 733,920 円 1,413,906 円 952,355 円

②看護 ・保健職

区 分 平均年齢 平均給料月額 平均給与月額 平均給与月額
(国ベ ー ス )

鶴居村 42.1 歳 315,900 円 355,900 円 332,400 円

北海道 40,5 歳 317,776 円 391,337 円 354,155 円

国 45.7 歳 ‐313,617

(297,622 )円

367,421

(346,716 )円

類似団体 42.2 歳 296,537 円 334,399 円 309,843 円

(注 )1 「平均給料月額」とは、平成 2 4年 4 月 1 日現在における各職種ごとの職員の基本給の平均

で あ る。

2 「平均給与月額」とは、給料月額と毎月支払われる扶養手当、地域手当、住居手当、時

. 間外勤務手当などのすべての諸手当の額を合計したものであり、地方公務員給与実態調査

において明らかにされているものである。

また,、 「平均給与月額 (国ベース ) 」は、国家公務員の平均給与月額には時間外勤務手◆ .

当、特殊勤務手当等の手当が含まれていないことから、比較のため国家公務員と同じベー

スで再計算 したものである。

3 国家公務員欄における「平均給料月額」及び「平均給与月額 (国ベース)」の括弧書きは、



給与改定特例法による措置がないとした場合の値 (減額前)である。

(2) 職員の初任給の状況 (2 4年 4 月 1 日現在 )
‐ 区 分 鶴居村 北海道 ー 国

一般行政職 大 学 卒 172,200 円 165,312 円 163,983

(172,200) 円

高 校 卒 140,100 円 134,496 円 133,418

(140,100) 円

税 務 職 高 校 卒 172,200 円 円
・

中 学 卒 140,100 円 円

福 祉 職 大 学 卒 172,200 円 円

高 校 卒 140,100 円 円

看護 ・保健職 大 学 卒 172,200 円 円

高 校 卒 140,100 円 円

(注 ) 国家公務員欄における括弧書きは、給与改定特例法による措置がないとした場合の値 (減額前 )
で あ る。

(3) 職員の経験年数別 ・学歴別平均給料月額の状況 (2 4年 4 月 1 日現在 )
区 十 分 経験 年 数 10 年 経 験 年数 15 年 経 験 年 数 2 0 年 .

一般行政職 大 学 卒 円 300,800 円 360,900 円

高 校 卒 212,700 円 250,400 円 295,500 円

4 一般行政職の級別職員数等の状況
(1) 一般行政職の級別職員数の状況 (2 4年 4月 1 日現在 )
区 分 標準的な職務内容 職員数 構成比

6 級 課長
人
7

%
15.22

5 級 課長補佐
人
5

%
10.87

4 級 係長 、主査
. 人

1 3

%
28.26

3 級 係長 、主査

人
8

%
17.39

2 級 主事
人
8

・ %

17.39

1 級 主事補
- 人

5

%
10.87

(注 )1 鶴居村の給与条例に基づく給料表の級区分による職員数である。
2 標準的な職務内容とは、それぞれの級に該当する代表的な職務である。
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平成24年の構成比 1年前の構成比 5年前の構成比

(注 ) 1 平成 1 9年 4 月 1 日より給与構造の見直しに伴い給料表を 8級制から 6級制に改正

2 端数整理の関係から合計が 100% にな らない場合 があります。

(2) 昇給への勤務成績の反映状況

平成 2 4 年度においては、勤務成績 を反映 させず一律支給。

5 職員の手当の状況
(1) 期末手当・勤勉手当

鶴居÷村 北・海道 国

1人当たり平均支給額 (23年度 )

.1, 41 0 千 円

1人当たり平均支給額 (23年度 )

11 5 50 千円

(23年度支給割合)
期末手当 勤勉手当
2.6 月 分 1.35 自 分

( 1.45 )自分 ( 0.65 )自分

(23年度支給割合)
期末手当 勤勉手当
2‐6月 分 1.35 自 分

( 1.45 )自分 ( 0.65 )自分

(23年度支給割合)
期末手当 勤勉手当
2.6 月 分 1.35 自 分

( 1.45 )自分 ( 0.65 )自分

(加算措置の状況)
職制上の段階、職務の級等による加算措置

役職 加 算 5~15%

(加算措置の状況)
職制上の段階、職務の級等による加算措置

役職加算 5~20%

管 理職 加 算 10~25%

(加算措置の状況)
職制上の段階、職務の級等による加算措置

役職加算 5~20%

管 理職 加 算 10~25%

(注 ) ( )内は、再任用職員に係る支給割合である。

【参考】勤勉手当への勤務実績の反映状況 (一般行政職 )

平成 2 4 年度 においては、勤務成績を反映 させず一律支給。



(2) 退職手当 ( 2 4年 4 月 1 日現在 )

鶴居村 国
(支給率 ) 自己都合 勧奨 ・定年
勤 続 2 0年 23.5月分 30.55自分
勤 続 2 5年 33.5月分 41.34自分
勤 続 3 5年 47.5自分 59.28自分
最高限度額 59.28 自分 59.28自分
その他の加算措置 定年前早期退職特例措置

(2~20% 加算 )
(退職時特別昇給 - )

(支給率 ) 自己都合 勧奨 ・定年
勤 続 2 0年 23.5月分 30.55 自分
勤 続 2 5年 33.5月分 41.34 自分
勤 続 3 5年 47.5月分 59.28 自分
最高限度額 59.28自分 59.28 自分
その他の加算措置 定年前早期退職特例措置

(2~20% 加算 )

(3)特殊勤務手当 (2 4年 4月 1 日現在)
支給実績 (2 3年度決算) 1,800 千 円

支給職員 1人当たり平均支給年額 (23年度決算) 1,800 千 円

職員全体に占める手当支給職員の割合 (23年度 ) 1.8 %

手当の種類 (手当数) 1

手当の名称 主な支給対象職員 , 主な支給対象業務 左記職員に対する支給単価

研究手当 診療所長 研究業務 月額 150,000 円

(4) 時間外勤務手当
支給実績 (23年度決算 ) 1,405 千 円

職員 1人当たり平均支給年額 (平成 23年度決算) 25 千円

支給実績 (平成 22年度決算 1,330 千 円

職員 1人当たり平均支給年額 (平成 22年度決算 ) 24 千円

(5) その他の手当 ( 2 3年 4月 1 日現在 )

手 当 名 内容及び支給単価
国の制
度
との異
同

国の制度と
異なる内容

支給実績
(22年度決算)

支給職員 1人当たり
平 均 支 給 年
額

(23年度決算)

扶 養 手 当 別紙に掲載 同 じ 7,665 千 円 136,875 円

住 居 手 当 別紙に掲載 異なる 別紙に掲載 4,417 千 円 78,873 円

通 勤 手 当 別紙に掲載 異なる 別紙に掲載 774 千円 13,827 円

管理職手当 別紙に掲載 異なる 別紙に掲載 6,774 千 円 120,964 円

休日勤務手当 別紙に掲載 同 じ ◆ 千円 円

宿日直手当 一般 の宿 日直 4,200 円 /日 487 千円 8,700 円

寒冷地手当 別紙に掲載 同 じ 5,907 千 円 105,483 円

(注 ) 寒冷地手当は、村長等 にも支給 されているが、上記の支給実績 には含んでいない。

村長等の支給実績については、 「6 特別職 の報酬等の状況」に記載。



区 分 給 料 月 額 等

給

料

市 区 町 村 長

副 市 町 村 長

734,000 円

( 円)
623,000 円

( 円)

(参考)類似団体における最高/ 最低額
830,000 円 / 490,000 円

669,000 円 / 421,500 円

報

酬

議 長

副 議 長

議 員

307,000 円

( 円)
246,000 円

( 円)
193,000 円

( 円)

307,ooo 円 / 150,000 円

,

十

251,ooo P9/ 119,000 円

228:,ooo P9/ 100,000 円

期

末

手

当

市 区 町 村 長

副 市 町 村 長

収 入 役

(23年度支給割合)

ー 3.85 自 分

議 長

副 議 長

議 員

(23年度支給割合)

3.85 自分

退

職

手

当

市 区 町 村 長

副 市 町 村 長

収 入 役

(算定方式) (1期の手当額) (支給時期)
給料月額×5.126 ×勤続期間 1,505 万円 任期毎

給料月額×3.234×勤続期間 806 万 円 任期毎

備 考 .

寒

冷

地

手
当

市 区 町 村 長

副 市 町 村 長

収 入 役

(23年度支給実績)
131,900 円

131,900 円

, - 円 ・

6 、 1 の の ・ 2 4 4 1 日

(注 )1 給料及び報酬の ( ) 内は、減額措置を行う前の金額である。
2 退職手当の 「1期の手当額」は、 4 月 1 日現在の給料月額及び支給率に基づき、 1期

(4 年 = 4 8月 ) 勤めた場合における退職手当の見込額である



7 職員数の状況
(1) 部門別職員数の状況と・主な増減理由

部軒＼-＼三 分 職 員 数 対 前 年
増 減 数 主 な 増 減 理 由平成24年 平成23年

普

通

会

計

部

門

般

行

政

部

門

議 会
総 務
税 務
農林産業
商 工
土 木
民 生
衛 生

2
15

. 2

8
1
5
7
6

2
17
.2

7
1
5
7 r

6

o
l
o
l
o
o
o
o

.
・

計 ′46 47 . ‐ 1
< 参考 >

人口 1万人当たり職員数 185.33 人

(類似団体の人ロ1万人当たり職員数 165,07 人 )

教 育 部 門 7 6 1

小 ↓ 計 53 53 O
< 参考 >

人口 1万人当たり職員数 208.99 人
(類似団体の人ロ1万人当たり職員数‐ 198,33 人 )

会
計
部
門

公
営
企
業
等

水 道
下 水 道
そ の 他

.
ム
ーl
n4

1
1
2

O
O
O

小 計 4 4 O

合 計
57

[ 66 ]

57 .

[ 66.]

O

[ 0 ]
<参考>
人口 1万人当たり職員数 224.76 人

(,各年 4 月 1 日 在

(注 )1 職員数は一般職に属する職員数である。
2 [ ]内は、条例定数の合計である。

(2)年齢別職員構成の状況 (2 4年 4月 1 日現在)

(例) %

18

16

14

12

10 ……‐5年前の構成比

4

20 20 24 28 32 36 40 44 48 52 56 60

歳 ぞ Z ぞ ど そ ご Z Z Z 之 歳
未 23 27 31 35 39 43 47 51 5559 以

満 上



区 分

20歳

未満

20歳

Z
23歳

24歳

ぞ
27歳

28歳

ぞ
31歳

32歳

Z
35歳

36歳

2
39歳

40歳

・ ぞ

43歳

44歳

ぞ
47歳

48歳

ぞ
51歳

52歳

2
55歳

56歳

ぞ

59歳

60歳

以上
計

職員数

人

o

人

5

人
3

人

6

人

6

人
4

人
9

人
6

人
3

人
5

人
9

人
1

人
57

(3)職員数の推移
(単 位 : 人 ・ % )

部門所 寒」度 2 4 年 2 3 年 2 2 年 2 1 年 2 0 年 1 9 年
過去 5、年 間

の増減数 (率 )

一般行政 46 47 47 48 46 46 ( 0%)

教育 7 6 6 7 8 8 ( 一12‐5%)

消防 ( %)

普通会計計 53 53 53 55 54 54 ( -1.9%)

公営企業等会計計 4 4 4 5 6 5 ( ‐20%)

総合計 57 57 57 60 60 59 ( -3 ‐4%)

(注 )1 各年における定員管理調査において報告した部門別職員数。

2 合併・した団体にあっては、合併前の年については合併前の旧団体の合計職員数。

8 公営企業職員の状況
(1) 00 事業
① 職員給与費の状況
ア 決算

区 分 総費用

A

純損益又は実

質収支

職員給与費

B

総費用に占める

職員給与費比率
B/A

(参考)

○年度の総費用に占

める職員給与費比率

○年度 千円 千円 ◆ 千 円 % %

区 分 職員数
A

給 与 費 一人当た り

給与費 B/A給 料 晴雄員手当 期末.勤勉手当 計 B

○年度 人 千円 千円 千円 千円 千円

(参考)○00平均
ー ・
一人当たり給与費

千円

(注)1 職員手当には退職給与金を,含まない。

2 職員数は、 0 年 3 月 3 1 日現在の人数である。

イ 特記事項

② 職員の基本給、平均月収額及び平均年齢の状況 (○年 4月 1 日現在)

区 分 平均年齢 基本給 平均月収額

○ ○ 市 歳 円 円

団 体 平 均 歳 円 円

事 業 者 歳 円
(注 ) 平均月収額には、期末 ・勤勉手当等を含む。



③ 職員の手当の状況
ア 期末手当・勤勉手当

0 0 市 00 (一般行政職 ・団体平均等)

1人当たり平均支給額 (○年度)

千円

1人当たり平均支給額 (○年度)
・ 千 円

(○年度支給割合)
期末手当 勤勉手当
自分 自分

( )自分 ( )自分

(○年度支給割合)
期末手当 勤勉手当

‐ 自分 自分

( )月・分 ( )自分

(加算措置の状況)

職制上の段階、職務の級等による加算措置

(加算措置の状況)

職制上の段階、職務の級等による加算措置

(注) { )内は、再任用職員に係る支給割合である。

イ 退職手当 (0 年 4月 1 日現在 )

0 0 市 00 (一般行政職 ・団体平均等)
(支給率 ) 自己都合 勧奨 ・定年
勤 続‐2 0年 自分 自分
勤続 2 5年 自分 自分
勤 続 3 5年 自分 自分
最高限度額 自分 自分
その他の加算措置
(退職時特別昇給 )
1人当たり平均支給額 千円 千円

(支給率 ) 自己都合 勧奨・定年
勤続 2 0年 自分 自分
勤 続 2 5年 自分 自分
勤 続 3 5年 自分 自分
最高限度額 自分 自分
その他の加算措置
(退職時特別昇給 )
1人当たり平均支給額 千円 千円

(注 ) 退職手当の 1人当た り平均支給額は、 0 年度に退職 した職員に支給された平均額
で あ る。

ウ 地域手当
(○年 4月 1 日現在 )

支‐給 実 績 (0 年度決算) 千円

支給職員 1人当たり平均支給年額 (○年度決算) 円

支給対象地域 支給率 支給対象職員数 一般行政職の制度 (支給率)

% 人 %

% 人 %
◆

% 人 %

% 人 %

% 人 %

エ 特殊勤務手当 (0 年 4月 1 日現在 )

支給実績 (○年度決算) 千円

支給職員 1人当たり平均支給年額 (○年度決算) 円

職員全体に占める手当支給職員の割合 (○年度) %
手当の種類 (手当数 )

手当の名称 主な支給対象職員 主な支給対象業務 左記職員に対する支給単価

00 手当 日額 00 円



00 手当
.

▲ 1件当たり00 円

オ 時間外勤務手当

支給実績 (○年度決算 ) 」 千 円

晴灘員1人当たり平均支象舎鑑刊額 (0年‐度決算) 千円

支 給実 績 (○年度 ,決 算 ) 千円

晴絹員1人当たり平均期、鉾額 (0年度決算) 千円

(注) 時間外勤務手当には、休日勤務手当を含む。

力 その他の手当 (0 年 4 月 1 日現在 )

手当名 内容及び支給単価

一般行政1
‐

職の制度

との異動

一般行政職の

制度と異なる

内容

支給実績

(○年度決算)

支給職員 1人当た

り平均支給年額

(○年度決算)
扶 養手 当 . 千 円 円

住居手 当 千円 円

通 勤手 当 千円 円

管理職手当 千円 円

休日出勤手当 千円 円

ー--ーー

(2) △△事業



別紙 4.(6)その他の手当 (平成24年4月1日現在)

鶴居村の内容及び支給単価 1‐ 国の内容及び支給単価
扶養手当
配偶者 → 月額 13,000円

22歳までの子、孫及び弟妹、60歳以上の父母及び祖父母、重度心身障害者

→ 月額 6,500円

(職員に配偶者がない場合にあっては、そのうち1人については11,000円)

16~22歳までの特定期間にある子の加算 → 月額 5,000円

同じ

住居手当
1.月額 12,000円を超える家賃を支払っている職員

(1)家賃月額23,000円以下 → 家賃月額‐12,000円

(2)家賃月額23,000円を超える ′

→ (家賃額 ‐23,000円 )× 1/2 十 11,000円

(3)家賃月額55,000円以上 → 27,000円

※100円未満の端数切捨て
2.支給せず

3.自己の所有に属する住宅に居住している職員で、住宅の所有が本人で

あるもの → 月額 7,500円

1.同じ

2‐配偶者等が借家・借間に居住する単身赴任手当受給職員
→ 最高 13,500円

3‐支給せず

通勤手当
(1)交通機関等を利用し、その運賃を負担する職員
→ 運賃等相当額 (定期券の月額又は通勤21回分の運賃で最高55,000円まで)

(2)自動車を使用する職員 (片道2km以上であること)
→ lk叩ーあたり15円で21日分 (最高55,000円まで)

(3)交通機関等を利用して、その運賃を負担し、かつ、自動車を使用する職員

→ 事情を考慮して規則で定める区分に応じ、(1)又は(2)で定める額

通勤距離が片道2km以上である職員に支給
(1)交通機関等の利用者・

→ 6箇月定期券等の価額により一括支給

(2)自動車等の交通用具使用者
→ 通勤距離に応じた月額(2,000~24,500円)

を毎月支給
管理職手当

(1)課長‐室長‐議会事務局長‐診療所長 一給料月額のloo分のlo
l墓塾姦懲 罰竃 蓄え髪最善隻驚

表別、職務識別、俸給の特別
(2)課長補佐 → 給料月額の100分の8

時間外勤務手当
正規の勤務時間を超えて勤務することを命ぜられた職員に支給

勤務1時間当たりの支給額を算出

糸合料÷月額 X12
勤務,時間当たりの支給額 = ,週間当たりの勤務時間 × 52

勤務1時間当たりの支給額×支給割合×勤務時間数 = 手当額

支給割合 午前5時~ 午後 10時 100分の125(※150)

午後 10時~午前 5時 100分の150(※175)

尚、上記に掲げる勤務以外の勤務の支給割合は、
午前5時 ~ 午後 10時 100分の135(※150)

午後 10時~ 午前 5時 100分の160(※175)

※月60時間を超過した場合の支給割合

同じだが、勤務1時間当たりの支給額を算出する際に、給料月額に俸給
の月額に対する地域手当等の月額を加算する

休日勤務手当

祝日法による休日及び年末年始の休日において、正規の勤務時間中に
勤務することを命ぜられた職員に支給

勤務1時間当たりの支給額 × 100分の135 ×勤務時間数 = 手当額

同じだが、勤務1時間当たりの支給額を算出する際に、給料月額に俸給
の月額に対する地域手当等の月額を加算する

宿日直手当

誓砦灘 鷺 流 麗 瓢蟹 墓 園 『
1
勤務の様態に応じ・動務1回につき4'200~20'000円を支給

寒冷地手当
1.世帯主で

(1)扶養親族のある職員 → 年額131,900円

(2)扶養親族のない職員 → 年額72,900円

2,その他の職員

→ 年額 51,700円

※1級地

1‐同じ(ただし、11月~ 翌年3月まで月額で支給)

2‐同じ(ただし、11月~ 翌年3月まで月額で支給)


